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「南海トラフにおける海溝型巨大地震災害軽減のための地震発「南海トラフにおける海溝型巨大地震災害軽減のための地震発「南海トラフにおける海溝型巨大地震災害軽減のための地震発「南海トラフにおける海溝型巨大地震災害軽減のための地震発
生機構のモデル化・観測システムの高度化に関する総合研究」生機構のモデル化・観測システムの高度化に関する総合研究」生機構のモデル化・観測システムの高度化に関する総合研究」生機構のモデル化・観測システムの高度化に関する総合研究」
（第Ⅱ期） －海底における地殻活動観測手法の高度化－（第Ⅱ期） －海底における地殻活動観測手法の高度化－（第Ⅱ期） －海底における地殻活動観測手法の高度化－（第Ⅱ期） －海底における地殻活動観測手法の高度化－

（ ）研究期間研究期間研究期間研究期間 １１年度～１２年度 ２年計画

水路部企画課海洋研究室研究機関研究機関研究機関研究機関

浅田昭・矢吹哲一朗研 究 者研 究 者研 究 者研 究 者

Ⅰ．研究の目的Ⅰ．研究の目的Ⅰ．研究の目的Ⅰ．研究の目的

日本列島の沖合で繰り返し発生する海溝型巨大地震

やその前後に活発化するとされる内陸地震による災害

軽減に資するため，これまで海水という不透明の覆い

にに隠されて未知のままであった海底で、現在、起こ

りつつある地殻の動きを、海上から音響技術を用いて

観測する手法の開発と確立を図る。本研究項目では、

本課題のⅠ期（平成８年度～１１年度）で開発した２

つの手法を高度化し、長期的に観測を実施することに

より、プレート相対運動や地震にともなう海底地殻の

(1)(1)(1)(1)変動を捉える手法の確立を図る ２つの手法とは。 、

マルチビーム音響測深機の開口合成手法 (2)精マルチビーム音響測深機の開口合成手法 (2)精マルチビーム音響測深機の開口合成手法 (2)精マルチビーム音響測深機の開口合成手法 (2)精、及び

度の良い音響測距を可能とするミラー式トランスポン度の良い音響測距を可能とするミラー式トランスポン度の良い音響測距を可能とするミラー式トランスポン度の良い音響測距を可能とするミラー式トランスポン

、である。これらを用いダーを使用した海底測地手法ダーを使用した海底測地手法ダーを使用した海底測地手法ダーを使用した海底測地手法

て実際の海域での地殻変動モニタリングを試みる。

Ⅱ．研究の内容Ⅱ．研究の内容Ⅱ．研究の内容Ⅱ．研究の内容

１．方法１．方法１．方法１．方法

(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法について(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法について(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法について(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法について

本手法は、海底に現れる地震断層、海底の地滑り、

海底噴火などで発生する比較的に局所的で顕著な地形

の変動を捉えるのに適すると考えられるものであり、

マルチビーム音響測深機で得られる信号を高度に解析

して海底の地形を高分解能で高精度に捉えるものであ

る。同じ場所の繰り返し観測で得られる結果の比較か

ら、局所的な地形変形を読みとることで、海底変動を

明らかにできる。

平成１０年度までに、測量船搭載のマルチビーム音

響測深機を用いて開口合成観測を行うため手法を開発

している。実海域データを取得し、そのノイズレベル

の評価、ハイドロフォントレコーダの間に入れる適切

なプリアンプの選定、ノイズレベルや信号の性質に合

わせた海底検地ソフト、及び、動揺計測精度が１波長

程度でも開口合成できる自動位相補正ソフトの作成等

を行い、開口合成手法に必要な基礎的なソフト・ハー

ドの準備を行った。実海域のまとまったデータを用い

て実際に開口合成試験を繰り返し行った結果、7倍の

開口長を実現し、送波ファンビームを1/7の指向幅に

向上させ、高分解能の海底地形データを得ることに成

功している。

平成１１年度は、このように準備された手法を用い

て、相模湾をテストフィールドとし、データの取得を

行った。この成果は、同じ場所の測線で得られる平成

１２年度の成果と比較し、１年の間に海底に顕著な変

動が生じたか否かを評価するために用いられる。

(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン

スポンダーを使用した海底測地手法スポンダーを使用した海底測地手法スポンダーを使用した海底測地手法スポンダーを使用した海底測地手法

この手法は、陸地の基準点と海底固定点の間の水平

方向の歪みを測定し、プレート運動に伴う海底の地殻

変動を求めるもので、陸上のＧＰＳ固定観測点で得ら

れる地殻変動監視観測を海底にまで広げることをその

主眼的な目標としている。

平成10年度までに、海底精密音響基準点として精度

の良い音響測距を可能とするミラー式トランスポンダ

、 。 、ーを開発し 計測試験を行い良好な結果を得た また

海上局送受波器の位置（緯度経度）を高精度に測るた

めには、きわゆるキネマティックＧＰＳ（搬送波位相
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を用いた位置計測）手法とともに、測量船の動揺を高

精度で計測し、キネマティックＧＰＳアンテナと音響

送受波器の間の位置関係を監視しなければならない

が、そのような計測手法についても開発している。更

に、音響測距にあたり、海中の音速変動の影響を受け

難くするために、海底に4局のトランスポンダーを菱

形に配置し、海水の水温構造変動をキャリブレーショ

ンできる精密高精度海底測地手法を考案した。

平成１１年度には、I期で開発した精密トランスポ

（ ） 、 、ンダー 設置回収型 を 長期計測を可能にするため

電源節約として、スリープ・ウェークアップ機能を搭

載する用に改造した（ 。また、誤作動防止の写真１写真１写真１写真１）

ため、測距の前に送られるトリガー用Ｍ系列信号を、

５次から８次にあげた。これにより、トリガー信号の

コードは、３１ビットから２５５ビットに増え、ノイ

ズ等による誤作動を防ぐことが可能になった。精密ト

ランスポンダーについて、送信レベルのチェック等を

目的とした実験を平成１２年８月に、測量船「海洋」

で熊野灘において実施した。さらに、このような開発

実験結果により得られた知見・データを基にして、同

じ機能を持つものの、ガラス球を用いて低価格にした

写真写真写真写真ミラー式トランスポンダーを３台開発試作した（

。これは、設置のみで回収ができないものの、本２２２２）

観測が実用段階に移行するときの設置・オペレーショ

ンに関する選択肢を拡大するものである。併せて海底

局４台を熊野灘の海底に設置し、海底基準点の位置測

定の試験観測を実施した。

精密トランスポンダー。廻りのガラス球は、写真１写真１写真１写真１

回収用のフロートとして機能する。

ガラス球を用いた低価格精密トランスポン写真２写真２写真２写真２

ダー
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２．成果２．成果２．成果２．成果

(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法について(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法について(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法について(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法について

平成１１年８月に、水路部測量船「海洋」に搭載さ

れたマルチビーム音響測深機「シービーム２０００」

を用いて、開口合成データを取得した。測線は２カ所

にあり、①相模湾北部の南北測線： 北緯35度8.5分、［

東経139度15.5分 ― 北緯35度13.0分 東経139度15.］ ［ 、

5分］と、②伊豆大島と伊豆半島の間の北東―南西測

線［北緯34度49.5分、東経139度10.5分］―［北緯34

度52.5分、東経139度14.5分］で、それぞれおよそ8km

の長さがある。

それぞれの測線で、２～３ノットの低速でできるだ

け船首方向を動かさないようにしながら、測量船を航

走させ 「シービーム２０００」の片側４２本のハイ、

ドロフォンからの信号を48KHzでサンプリングしディ

ジタル収録した。データ量は、１時間の航走で、32Gb

yteに達する。２つの測線それぞれで、２回ずつ、合

計４回のデータを得た。

(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン

スポンダーを使用した海底測地手法スポンダーを使用した海底測地手法スポンダーを使用した海底測地手法スポンダーを使用した海底測地手法

平成１１年度中に、改造した回収型のミラー式トラ

ンスポンダーと使い捨て型の３台のトランスポンダー

は、以下の４カ所に平成１２年２月までに設置された

（日本測地系による概位 。）

① 北緯33度40.5636分 東経136度59.9113分

② 北緯33度40.0226分 東経137度00.5583分

③ 北緯33度39.4816分 東経136度59.9113分

④ 北緯33度40.0226分 東経136度59.2643分

４点は、ほぼ正方形で、対角線の長さは、水深にほぼ

。 、等しいおよそ２千メートルとなっている 設置場所は

水深２千メートルほどのほぼ平らな場所である。

設置の後、平成１２年２月に測量船「明洋」により

最初の計測が実施された。この時には、測量船の後部

にとりつけた長さ７メートルの支柱の上につけたＧＰ

Ｓ受信アンテナによりキネマティックＧＰＳデータ収

録、同じく支柱の下につけた音響送受波器による海底

の精密トランスポンダーとの音響測距試験が行われ、

ほぼ順調にデータ取得を実施した。同時に、支柱の動

揺をモーションセンサ（TSS335B）によるモーション

の収録、船のジャイロのデータも取得した。これらの

データ収録は２日間にわたって実施された。

キネマティックＧＰＳの陸上基準点は、下里水路観

測所の固定点と、大王崎のＤＧＰＳ観測点に臨時に設

。 、 、けられた点である 陸上固定点 海上移動点どちらも

0.5秒間隔でデータ収録が行われた。

さらに１日に２回の割合で、海中の音速度構造の時

間変化を監視しその影響を補正するため、CTDセンサ

と音速度センサによる音速度の鉛直プロファイルの測

定も実施した。

これら、 と の手法で平成１１年度に得られた(1) (2)(1) (2)(1) (2)(1) (2)

観測データは現在整理を行っているところである。こ

の成果は、平成１２年度に行われる繰り返し測量の結

果と比較し、海底の地形の変化、プレート運動に伴う

地殻の歪みの計測データとして、現在の海底変動の監

視観測手法の確立に必要不可欠な資料となる。
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Ⅲ．むすびⅢ．むすびⅢ．むすびⅢ．むすび

１．活用方策１．活用方策１．活用方策１．活用方策

(1)マルチビーム音響測深機の開口合(1)マルチビーム音響測深機の開口合(1)マルチビーム音響測深機の開口合(1)マルチビーム音響測深機の開口合２つの手法、

成手法 (2)精度の良い音響測距を可能とするミラー成手法 (2)精度の良い音響測距を可能とするミラー成手法 (2)精度の良い音響測距を可能とするミラー成手法 (2)精度の良い音響測距を可能とするミラー、

、それぞ式トランスポンダーを使用した海底測地手法式トランスポンダーを使用した海底測地手法式トランスポンダーを使用した海底測地手法式トランスポンダーを使用した海底測地手法

れについて平成１１年～１２年度の成果から、海底の

変動観測が可能であることが示されれば、日本周辺の

ように地殻活動の激しい海域で、地震や火山活動の解

明と防災に寄与することが大きく期待される。特に２

番目の方法は、今後、大きく発展する可能性がある。

日本の廻りは、プレート収束境界が多数あり、沈み込

みー跳ね返り型の巨大地震がしばしば発生する結果、

津波などで大きな災害に見舞われている。このような

地震は、深い海の底のさらにその下で起きることがお

おく、そのメカニズム解明のためには重要な方法であ

る。なお、水路部では、本研究で平成１１年度までに

開発された機材を用いて、平成１２年度から、日本海

溝近傍の東北日本の三陸沖で同様の観測を実施する予

定である。

２．今後の問題点２．今後の問題点２．今後の問題点２．今後の問題点

(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法(1) マルチビーム音響測深機の開口合成手法

本手法に必要なハードウェア、ソフトウェアは、研

究レベルでは、一応の水準に達していると考えられ、

今後の課題はその検証である。また、現在の方法は、

データ量が膨大でデータ処理に手間がかかること、測

量船の移動速度が２～３ノットと遅く、また好天で波

が静かでないと観測ができないなど、手法が確立され

ても実用化という面ではまだ問題が残ると考えられ

る。今後は、場所を選んで測量を実施すると共に効率

的なデータ解析を行うために、専用のデータ収録機材

やデータ処理コンピュータの整備などが必要となるか

もしれない。

(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン(2) 精度の良い音響測距を可能とするミラー式トラン

スポンダーを使用した海底測地手法スポンダーを使用した海底測地手法スポンダーを使用した海底測地手法スポンダーを使用した海底測地手法

機材の開発について、電源の問題・設置手法回収手

法などの問題は残っているものの基本的なメカニック

は確立されている。今後の大きな課題は、海水の音速

度構造の時間変動と共に空間的な複雑性が、海中の音

波伝搬に与える影響を見積もって、その影響を除去す

るソフトウェアの開発を行うことであり、これにより

精度の向上を図ることが可能となる。
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